
国営昭和記念公園（東京都）国営昭和記念公園（東京都）

令和5年8月25日発行 第610号 毎月1回25日 発行

no.610
2023
september9

強力な事業執行のために
基本方針を共有

Top
Message

♦ Leadership
・副会長・専務理事就任の挨拶

♦ Special Report
・行政書士法における報酬規定の趣旨
－行政書士法制定過程における議論から－（後編）

♦ Topics
・理事会の開催報告

一般倫理研修の受講が全会員に義務化されました！
詳細はお知らせ記事を御確認ください。

日本行政書士会連合会

00_日本行政9_H1-b.indd   100_日本行政9_H1-b.indd   1 2023/08/07   15:362023/08/07   15:36



日
本
行
政
書
士
会
連
合
会
会
長

常 

住
　
豊

強力な事業執行のために
基本方針を共有
令和５年７月 19 日、本年度の定時総会後初めて

の理事会を開催しました。各部・委員会等の構成を
決定するとともに、改めて行政書士法改正要望項目
を協議し議決を得ました（理事会の開催報告につい
ては、本誌９ページ参照）。
新たな事業執行体制の下、デジタル社会に機能

できる行政書士法の改正を大きな目標として、日々
の事業を推進してまいります。

ところで、理事会で決定された新たな事業執行
体制においては、役員（会長、副会長、理事、監事）
ではないものの、部員や委員として日行連事業の推
進に御協力くださる方が約120名いらっしゃいます。
また、理事会の翌日に開催された常任理事会におい

て、約 40 名の専門員（部等が行う事業の遂行に際
して部を補佐する）の登用が承認されました。
本会全体の円滑な事業推進のためには、役員各

位はもとより、役員ではない部員・委員・専門員の
皆様にも、事業執行に係る基本方針が共有され、会
全体が一丸となって事業執行に当たることが重要で
す。そこで、初めて実施した昨年と同様、「各部・
委員会等全体会議」を、初回理事会から間を置かず
８月３日に開催し、私から基本方針を丁寧に御説明
いたしました。
以下、主な内容を御報告いたします。

まず、過年度の活動と実現に至った案件の経緯
を御説明しました。特に直近のものとして、相続土
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強力な事業執行のために
基本方針を共有

地国庫帰属制度に係る申請書等の作成代行、総務省
から本年３月に発出された財産管理及び成年後見人
等業務が行政書士業務であることの通知等について
は、詳細に御説明しました。また、デジタル社会に
おいても行政書士による代理申請のラインを確保す
ることを目指し、その足掛かりとして、コロナ禍に
おけるGoTo キャンペーンに係る申請やマンション
管理計画認定手続で行政書士によるオンラインでの
代理申請の仕組みを設けていただいたこと、マイナ
ンバーカード代理申請事業に注力し各単位会・会員
各位の協力により想定以上の結果を残せたこと、各
種申請システムに関するデジタル庁や各省庁の考え
方を情報収集してきたことを挙げました。その上で、
デジタル上で行政書士資格を証するために必要なこ
ととして、行政書士名簿のデータを国家資格等情報
連携・活用システム（仮称）に繋げるべく新たな登
録システムの開発を進めていること等を御説明しま
した。
続けて、本会の本年度の定時総会で御承認いた

だいた活動理念、基本方針そして事業計画について、
特に、
・�行政手続のデジタル化推進に貢献することは、国
民の皆様の権利利益の実現、行政の円滑な実施に
寄与することとなり、それによって行政書士制度
の維持発展が図られること。
・�デジタル社会においても行政書士が活躍するため
には、私たち会員自身が自己研鑽するとともに、
昭和 26 年に制定された行政書士法を、現代そし
て未来のデジタル社会に機能するものとしていか
なければならないと考え、そのための行政書士法
の改正に向けた活動を強力に推進すること。
を、御説明しました。これに対して、出席者からは
行政書士法改正要望項目表にある行政書士試験に関
することなどについて、御意見や御質問をいただき
ました。

また、日頃から本会と足並みを揃えて活動いた
だいている日本行政書士政治連盟の井口由美子会長
からも、政治連盟の組織説明や運動方針、行政書士
法改正に向けた対応などについて、御説明いただき
ました。行政書士法改正という大きな目標を成し遂
げるためには、日本行政書士政治連盟との強い連携
が必要不可欠であるとの共通認識が、より一層浸透
したと思います。

続けて、昨年度から、行政書士法を学術的な視

点で捉え調査研究を行うべく、行政法を専門とする
学識者の皆様を中心とした「行政書士制度に関する
研究会」を設置して研究を継続していますが、その
令和４年度報告書の概要を、同研究会で幹事を務め
る德永浩理事に御説明いただきました。行政書士業
務及び監察活動の適正化の観点から議論の俎上に挙
がった事項として、特定行政書士における不服申立
代理権、聴聞・弁明における代理権、財産管理規定、
「報酬を得て」、電磁的記録の５項目があり、本年度
も議論を継続すること、また、行政書士のニーズ実
態調査についても議論を行ったことの御説明があり
ました。これに対して、出席者からは、行政手続の
オンライン化と行政書士業務の関係について、御意
見や御質問をいただきました。

最後に、行政書士制度を所管する総務省から、自
治行政局行政課の田中聖也課長に御出席賜り、「行
政書士をめぐる最近の動向」と題して、近時の行政
書士法改正の内容、行政書士が業として財産管理業
務及び成年後見人等業務を行うことについての通知、
行政書士試験の施行に関する定めの一部改正の動き、
日行連からの「デジタル社会における要望事項」、
マイナンバーを利用した行政手続のデジタル化、国
家資格等情報連携・活用システム（仮称）の共同利
用による行政書士等国家資格のデジタル上での証
明・提示について講演をいただきました。加えて、
行政書士によるマイナンバーカードの申請促進に向
けた取組への感謝の意が表されるとともに、引き続
きの協力への期待が示されました。出席者からは、
「官公署」の定義、行政書士試験の内容、外国人と
マイナンバーカード等について、御意見や御質問が
ありました。

この会議を終えて、本会の事業推進の基礎とな
る考えや、デジタル社会で機能できる行政書士法の
改正を最重要目標とすることについて、各部・委員
会等においてもしっかりと共有できたものと認識し
ています。翌日には各部・委員会等に分かれて、一
斉に会議を開催し、熱心な議論が行われました。私
も全ての会議を回り、各々の部署で課題や期待を述
べました。
「“そうだ、行政書士に相談しよう！”という気運
を高めよう！！」との活動理念の下、本会全体で一
致団結し、各単位会や関係団体と連携しながら、各
事業に精力的に取り組んでまいりますので、御理解、
御協力のほどよろしくお願い申し上げます。

Top Message
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C o n t e n t s

日本行政書士会連合会  •Eメール nichigyoren@gyosei.or.jp •ホームページ https://www.gyosei.or.jp/

新型コロナウイルス
感染症に関する無料
電話相談窓口を各都
道府県行政書士会に
設置しています。日本行政書士会連合会被災者相談センター福島事務所

＜対面相談・電話相談（予約制）＞
電話番号：024－973－7163（予約専用）

通話料はお客様負担となります。
相談時間：�13：00～16：00　毎週水曜日�  

（祝祭日・年末年始休業）
所 在 地：福島県郡山市堂前町10番10号

東日本大震災の被災に係る各種行政手続、今後の暮らしや
事業の悩みなど、電話による無料相談を実施しています。

2023 年８月号「令和５年度定時
総会の開催報告」における「定
時総会・定期大会の懇親会御来
賓一覧」について、一部誤りが
ございました。お詫びして訂正
いたします。

27ページ
衆議院議員欄3列目の 20行目

誤 正

岸 信千代 岸 信千世
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副会長・専務理事就任の挨拶

副 会 長
髙 尾 明 仁

この度、３期目の連合会副会長職
を拝命いたしました大阪会の髙尾明
仁と申します。
私自身、最後のお務めと覚悟し

ています。最後の最後まで常住会長をお支えし、法改正
を成し遂げられるよう精一杯尽力してまいる所存ですの
で、会員・理事の皆様方の改めましての御協力と御指導
を切にお願い申し上げます。

副 会 長
金 沢 和 則

新たに副会長に選任されました福
島会所属の金沢和則です。デジタル
化対策は日行連においての喫緊の課
題であると考えます。現在の会員管
理システムの見直し等につきまして

は、担当部署において前期の経験を生かして前向きに進
めてまいります。その他会務全般につきましても、副会
長として会員、理事の皆様の御協力と御支援を得て精一
杯頑張りますので、よろしくお願いいたします。

専 務 理 事
田 後 隆 二

専務理事に選任されました、神奈
川会所属の田後隆二です。
会則に「専務理事は、会長の命を
受けて会務の執行を掌理する。」と
規定されており、関口専務理事と一

致協力して、この職責を全うする所存です。
今回で通算４期目となりますが、行政書士制度の更な

る発展のため、初心を忘れず、２年間精一杯努力してま
いりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

専 務 理 事
関 口 隆 夫

今年度、新たに専務理事に選任さ
れました埼玉会所属の関口隆夫です。
２期４年の中央研修所所長の経験
をいかし、会員に寄り添った会務運

営となるよう全力を尽くしたいと思います。行政書士の
魅力・有益性を国民に広くアピールし、行政書士法改正
が実現できるよう常住会長を支えてまいりますので、ど
うぞよろしくお願い申し上げます。

副 会 長
原 田 　 誠

この度、副会長を拝命いたしまし
た広島会所属の原田誠と申します。
法務業務部、改正行政書士法対応委
員会及び権利擁護推進委員会を担当

させていただくことになりました。行政手続のデジタル
化、人生 100 年時代を迎える超高齢社会に向けた業務基
盤の整備など、更なる行政書士制度発展に尽力してまい
る所存でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

副 会 長
田 村 公 隆

この度、副会長を拝命いたしまし
た福岡会の田村公隆と申します。常
住会長をお支えし、行政書士制度の
発展に精一杯取り組んでまいります。
担当は、国際・企業経営業務

部、申請取次行政書士管理委員会、裁判外紛争解決手続
（ADR）推進本部となります。それぞれの部署が円滑に、
更に発展していけるよう尽力いたします。
会員の皆様の御支援と御協力を賜りますようよろしく
お願いいたします。

副 会 長
平 岡 康 弘

70 年を超える長い歴史を刻み、
５万人を擁するまで制度と共に発展
を遂げた行政書士会。
先人から引き継いだ現在の制度を

維持、そして更に発展させ行政書士として習得した知識
を最大限に発揮し、私たちが活躍する場が今以上に広が
るような活動を皆様と共にしていきたいと思います。静
岡会共々二年間、よろしくお願いします。

副 会 長
竹 田 　 勲

副会長を拝命いたしました、愛知
会の竹田勲です。初めての副会長職
ではありますが、常住会長の方針の
もと、デジタルという新時代におい

ても行政書士制度が進化し続けるために、新しい役員共々
一致団結し会務の運営に一生懸命努力いたします。
会員の皆様の引き続きの御支援御協力をよろしくお願
い申し上げます。

2023. 9　No.610 　 　4

03_日本行政9_Leadership.indd   403_日本行政9_Leadership.indd   4 2023/08/02   17:30:012023/08/02   17:30:01



１．国会における議論 �

行政書士法は、前述のような流れを経て制定され
た。以下では、衆議院地方行政委員会及び参議院地
方行政委員会における議論の中で、「報酬規定」につ
いて検討された内容を分析する。

（１）親族や地域コミュニティにおける無償の行為
国会において報酬規定に関する議論の中心となっ

ていたのは、行政書士法の制定（代書人に対する規
制）による「親族や地域コミュニティにおける無償
の行為」の制限である。
前述のとおり、明治５年に太政官達「司法職務定

制」が「証書人、代書人、代言人」の３種を制定し
た1）。そして、行政書士法制定によって行政書士が誕
生するまでの間においても、他人の代わりに書類を
書くという商売が条例等に基づいて行われていた。
行政書士法が制定されることによって、従来の代書
人が規制の対象になる。すなわち、行政書士試験を

1）	 兼子仁『行政書士法コンメンタール［新 11 版］』（北樹出版・2021）６ページ
2）	 門司亮「第８回国会衆議院地方行政委員会第 11 号」（1950 年７月 24 日）４ページ
3）	 三浦義男「第８回国会衆議院地方行政委員会第 11 号」（1950 年７月 24 日）４ページ

合格し、行政書士登録をした者でなければ行政書士
を名乗ることができず、従来の代書のような（報酬
を得る）商売を行うことができなくなってしまう。こ
の影響により行政書士のいない町村が出てくること
も考えられ、その場合に知識のある者が依頼を受け
て書類を作成する又は役場の者が便宜で作成するこ
とが予想される。
このような場合、行政書士法との関係はどうなる
のかという質問がなされた2）。この点につき、次のよ
うな見解が示された3）。すなわち、報酬を受けてその
ようなことを行う者は、全て行政書士法の適用を受
けるため、試験に合格し、登録をしなければ行うこ
とができず、また名称も行政書士の名前を使うこと
はできない。しかし、報酬を得て業務を行うことが、
行政書士の「本体」になるため、依頼を受けた者が
それを商売としてではなく、便宜上知人に依頼して
書いてもらう又は便宜上なるべく行政手続等に明る

　令和４年度、日本行政書士会連合会では、現代社会における行政手続（行政過程）領域の抱える課題を解決
し、デジタル社会においてもいかにして行政書士が国民の利便、権利利益の実現と円滑な行政手続に貢献す
べきかを研究するため、行政法を専門とする学識者（大学教授等）を構成員に含む「行政書士制度に関する研
究会」を設置しました。
　本研究会では、行政書士制度や行政書士法のあり方について研究を行っており、その研究過程で、行政書
士法における報酬規定について、行政書士法制定時の議論から調査を行いましたので、前号に引き続き掲載
いたします。

行政書士法における報酬規定の趣旨
―行政書士法制定過程における議論から―（後編）

行政書士制度に関する研究会
作業チーム員　飯田　森
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い者に書いてもらうというだけのような行為自体を
行政書士法で禁止する趣旨ではない。したがって、
行政書士法違反ということにならない。
次に、村などで書類を整えることのできない者は、

役場吏員や都市から帰農してくる者に（場合によっ
ては片手間仕事として）依頼しており、非常に便利
で重宝されている場合が多かった。このような場合
に、依頼人が米を一升持っていくことなどに対して、
特権的な行政書士会が取り締まる又は告発すること
が当然考えられる。このことが一般国民の不便につ
ながり、行政書士法の制定によって国民の利益より
も不便を感じる場合があるとの指摘がなされた4）。こ
れに対して、次のように回答がなされた5）。すなわち、
一般国民が迷惑を受けることは、報酬規定がないと
いう今までの状態に起因している。報酬を貰わずに
片手間にやるということについては差し支えないと
考えられ、職業としてやるのではなく、お互いの信
頼関係や友人関係で依頼を受けることを制限すると
いう趣旨ではない。行政書士会による取締りは、忌
まわしいもぐり業者を取り締まるという点に重点が
置かれている。懸念点である、一般国民の不便につ
ながるということは、常識の範囲内で解決できるの
ではないか。
以上のように、行政書士法が制定されることによっ
て、「親族や地域コミュニティにおける無償の行為」
を制限することにつながるという懸念が国会におい
て指摘されていたものの、報酬規定があることに
よって「親族や地域コミュニティにおける無償の行
為」を保護できるという見解が示されていた。

（２）行政書士制度と報酬規定
国会において、行政書士制度と報酬規定の関係性

についても議論が交わされていた。前述のとおり、
行政書士法においては、報酬を得て業として業務を
行う者は行政書士であることを要するが、そうでな

4）	 小笠原二三男「第９回国会参議院地方行政委員会第６号」（1950 年 12 月３日）７ページ
5）	 川本末治「第９回国会参議院地方行政委員会第６号」（1950 年 12 月３日）７ページ
6）	 小笠原・前掲注（４）８頁
7）	 三浦義男「第９回国会参議院地方行政委員会第６号」（1950 年 12 月３日）８ページ

い者は行政書士であることを要しない。その上で、
行政書士法の趣旨及び国民の利益のために行政書士
が必要であると主張する行政書士法の建前からすれ
ば、報酬の有無にかかわらず、このような仕事をす
る者は一定の資格を持った者でなければならないと
する方が行政書士法の性格から正しいのではないか
という主張がなされた6）。これに対して、次のように
回答がなされた7）。すなわち、行政書士法の趣旨は、
権利義務又は証明関係の書類を商売として官庁に提
出する者を保護すると同時に、行政書士に依頼する
一般国民の立場を保護するというところにある。行
政書士の仕事は、その書類が官公署に提出する性質
のものである関係上、書類の内容はたとえ些細なも
のであっても、それが公の権利関係、私の権利関係
に重大な影響を及ぼす書類であるので、それらの公
益的な性質に鑑みて依頼者を保護する必要がある。
そのために、行政書士法には様々な規定が設けられ
ている。したがって、それを職業とせずに個人でや
ることは全くの自由であり、仮に依頼者の信頼にお
いて無償で証明書類等を作成した場合にも全く個人
生活の自由であるため、法律で規制する範囲ではな
いと考えている。
以上のように、行政書士法の趣旨は行政書士及び
一般国民を保護することであり、同法には守秘義務
等の行政書士に対する規制が定められている。特に、
有償で依頼する場合には、一般国民を保護するため
に行政書士法による規制が必要であるように思われ
る。他方で、前述のとおり、我が国において「親族
や地域コミュニティにおける無償の行為」が存在す
ることはすでに指摘されており、無償で依頼するこ
とも想定される。しかし、その場合には依頼者及び
受任者の間に信頼関係が存在し、行政書士法によっ
て無償の依頼者を保護すること及び無償の受任者を
規制することは考えられていなかった。行政書士法
では、有償で依頼する場合のみを行政書士の業務と
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するために、報酬規定を設けることとした。

（３）報酬規定の文言
前述のとおり、第８回国会に提出された行政書士

法案第１条には、「行政書士は、他人の依頼を受け報
酬を得て、官公署に提出する書類その他権利義務又
は事実証明に関する書類を作成することを業とする」
こと、第 19 条第１項には、「行政書士でない者は、
報酬を得る目的で行政書士の業務を行うことができ
ない」旨が定められていた。しかし、第10回国会に
おいて、第 19 条第１項は、「行政書士でない者は、
業として第１条に規定する業務を行うことができな
い。」に修正された。以下では、この法案第 19 条第
１項の修正の経緯及び趣旨について分析する。
報酬規定の文言について、第９回国会においてす

でに議論が交わされていた。ここでは、行政書士法
には罰則まで規定されている関係で、「報酬を得る目
的」に該当するか否かの判断をあらかじめ明らかに
する必要性が指摘されていた。例えば、行政書士で
ない者が何らの報酬を受けない目的で申請等を行っ
たが、相手が社会通念上から極めて簡単に交通費と
して謝礼を持って来たから受け取ったという場合に
は第 19条において取締りの対象になるか8）。あるい
は、依頼者に有償で依頼する資力がない場合、依頼
者が隣人に無償で依頼する場合又は区役所職員が役
所において指導をする場合にはどうか9）。これに対し
て、次のように説明がなされていた10）。すなわち、行
政書士でない者が「報酬を得る目的」で行政書士の
業務を行うことができないということは、事前又は
事後に報酬を得る目的で業務を行った場合が当然に
含まれる。報酬として謝礼等が出されたとしても、
業務が「報酬を得る目的」で行われていなかった場
合には、第19条の対象にはならない。しかし、たと
え表面にその意思を表わされていなくとも、暗黙に

8）	 西郷吉之助「第９回国会参議院地方行政委員会第６号」（1950 年 12 月３日）９ページ
9）	 鈴木直人「第９回国会参議院地方行政委員会第６号」（1950 年 12 月３日）９ページ
10）	三浦・前掲注（７）９ページ以下
11）	福永與一郎「第 10 回国会参議院地方行政委員会第７号」（1951 年２月２日）２ページ
12）	堀合道三「第 10 回国会参議院地方行政委員会第７号」（1951 年２月５日）３ページ

報酬を得る目的で当該行為を行う場合には、「報酬を
得る目的」に該当する。この点は個々の具体的事情
によって、決めなければならないものである。
以上の議論の内容から、第10回国会において、法
案第19条第１項の修正の趣旨は次のように説明され
ていた。
①�法案第19条第１項は、行政書士でない者は、報酬
を得る目的で行政書士の業務を行うことができな
いという規定になっているが、これを余りにも厳
格に適用すると、田舎で片手間に行政書士の業務
を行うことで、非常に便宜を受けているというよ
うな、いわば本格的な行政書士でない者まで取締
りを受けることが考えられる。そのため、行政書
士業務を業としている者だけに適用されるように
修正をした11）。

②�法案第19条第１項は、行政書士でない者が報酬を
得る目的で行政書士の職務を行うことを禁止して、
この規定に違反すると、法案第21条の規定によっ
て、「１年以下の懲役又は１万円以下の罰金」とい
う重い処罰を受けることになる。ここで、「報酬を
得る目的で」というような犯罪構成要件では余り
にも主観的であるということが問題になるため、客
観的な規定に修正すべきであるという意見が出た。
その意見を反映する形で修正すると、「行政書士で
ない者は、業として第１条に規定する業務を行う
ことができない。」となる。すなわち、法案第 19
条第１項の趣旨は「業として（反復継続的に行政
書士の業務を行うこと）」を禁止することである12）。

結びにかえて �

本稿で見てきたとおり、行政書士法における報酬
規定の制定過程においては、「親族や地域コミュニ
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ティにおける無償の行為」、「行政書士制度と報酬規
定」及び「報酬規定の文言」などについて議論が交
わされていた。
これらの議論の内容から、報酬規定の趣旨は、主

に「親族や地域コミュニティにおける無償の行為を
保護すること」及び「行政書士制度をより国民の利
便に資するものにすること」であると解される。
依頼を受けた者がそれを商売としてではなく、便

宜上知人に依頼して書いてもらう又は便宜上なるべ
く行政手続等に明るい者に書いてもらうことなどは、
一般に想定されるところである。仮に報酬規定を設
けなかった場合、このような行為も行政書士法に基
づく取締りの対象に含まれるため、一般国民への不
利益につながることが懸念されていた。そのため、
報酬規定を設けることによって、このような親族や
地域コミュニティにおける無償の行為を保護すると
同時に、行政書士制度が国民の利便に資すること及
び行政書士制度の必要性を強調することが図られた。
最後に、報酬規定と委任契約の関係についても触

れておきたい。一般的に行政書士が顧客との間で交
わす契約は、委任契約である。委任契約は、民法第
643 条以下に規定が置かれており、同法第 648 条第
１項によって無償の委任と有償の委任を区別してい
る13）。この区別について、一木孝之教授は、無償を原
則、有償を例外とするのではなく、受任者の委任者
に対する「好意」に着目する。すなわち、受任者の
委任者に対する「好意」の有無や程度に基づいて委
任契約の無償と有償を区別するというものであり、
無償委任の背景には「好意」があると解する14）。確か
に、行政書士法制定過程において取り上げられてい
た「親族や地域コミュニティにおける無償の行為」
においても、その背景には「好意」の存在があり、
行政書士業務（有償委任）とは性質が異なる。一木説
に則れば、行政書士法は、親族や地域コミュニティ
における無償の行為のような「好意」に基づく行為
を保護するために、報酬規定を設けたと解すことが

13）	委任契約における無償性について、一木孝之『委任契約の研究』（成文堂・2021）を参照されたい。
14）	�一木・前掲注（13）75 ページ以下。	 	
なお、好意の事務処理が全て無償委任になりうるかという点については、議論がある（一木・前掲注（13）157ページ以下）。

できる。行政書士法違反が疑われる「ビジネス上の
好意」を除く、親族や地域コミュニティなどにおけ
る「純粋な好意」に基づく行為までも行政書士業務
として取り締まることは、行政書士法の立法趣旨か
ら本意ではないだろう。

※�本研究は、公益財団法人升本学術育英会 2022 年
度学術研究助成の助成を受けたものである。
※�本稿の内容は執筆者個人の見解であり、日行連の
公式見解を示すものではない。

＜筆者プロフィール＞
中央大学大学院法学研究科博士後期課程・行政
管理研究センター非常勤研究員
2019年に行政書士登録。行政法を専攻し、行政の
デジタル化をテーマに研究。そのほか、行政不服
審査法の調査研究にも携わる。
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T o p i c s

理事会の開催報告

開　催　日 	 令和５年７月 19日（水）
場　　　所 	 虎ノ門タワーズオフィス６階
	 「ROOM7」
司　　　会 	 金沢　和則　副会長（冒頭のみ）

宮本　重則　総務部長
議　　　長 	 常住　豊　会長
議事録署名人 	 和田　英幸（長野会）・
	 黒田　敬子（奈良会）両理事
構　成　員 	 56 名のうち、56名出席（開会時）
オブザーバー 	 山本　準一・西川　教・増田　由明
	 各監事

令和５年７月 19 日午後１時 30 分から、本年度の定時総会後初となる理事会が開催された。開催
に当たり、常住会長から挨拶があった。

始めに会長は、先の定時総会で会長に再選されたことに対して御礼を述べた。
続いて、日行連の今期における喫緊の課題として、行政手続のデジタル化における許認可申請に
おいては、その要件を立証する事実証明が重要であり、その業務において行政書士が国民の権利利
益の実現に資することができるようにすることなどを目的とした行政書士法改正の実現に向けて
鋭意取り組んでいくとの決意を表明した。
また、昨今、全国的に深刻な豪雨災害が多発していることに対して、被災された方へお見舞いの
言葉を述べるとともに、単位会からの報告に基づき日行連としての災害対策支援を行っていくこと
が示された。

会長挨拶の後、新役員の自己紹介を行い、議案審議に入った。

　　　本理事会では、以下８議案について審議された。

専務理事
田後　隆二（神奈川会）
関口　隆夫（埼玉会）

常任理事
宮元　　仁（北海道会）	 宮本　重則（東京会）
水野　晴夫（神奈川会）	 関谷　一和（千葉会）
有賀　一雄（山梨会）	 相羽　利子（新潟会）
坪川　貞子（福井会）	 大塚　謙二（富山会）
西村　　誠（大阪会）	 村山　豪彦（兵庫会）

【 議 案 審 議 】

日行連会則第 6条第 2項及び第 7条第 3項の規定に基づく専務理事及び常任理事の選任について、会
長一任とすることの承認が求められ、異議なしで可決された。これを受け、会長から以下のとおり委
嘱がなされた。

第 1 号議案 専務理事及び常任理事の選任について
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T o p i c s

中央研修所所長
西村　　誠（大阪会）

中央研修所副所長
関口　隆夫（埼玉会）
和田　英幸（長野会）

※�中央研修所各部の部長、副部長、部員は会長の承認を得て所長が任免

中央研修所規則第 8条第 1項の規定に基づく中央研修所所長及び副所長の選任について、会長一任
とすることの承認が求められ、異議なしで可決された。これを受け、会長から以下のとおり委嘱がな
された。

第 2 号議案 中央研修所所長及び副所長の選任について

弁護士　糠谷  秀剛 （ヌカヤ　シュウゴウ）
事務所：東京都中央区京橋

（略歴）1937 年　東京都生まれ
1963 年　�東京大学法学部卒業　同年司法試験合格
1967 年　弁護士登録、東京弁護士会入会
1974 年　�米国・ニューヨーク大学　ロースクール法学修士
1988 年　日本弁護士連合会 理事
1991 年　東京弁護士会 副会長

日行連会則第 80条第 1項及び第 3項の規定に基づく顧問の選任について、会長一任とすることの
承認が求められ、異議なしで可決された。これを受け、会長から以下の１名につき委嘱がなされた。

第 3 号議案 顧問の選任について

日行連会則第 80 条第 1項及び第 3項の規定に基づく相談役の選任について、会長一任とすることの
承認が求められ、異議なしで可決された。これを受け、会長から以下のとおり委嘱がなされた。

第 4 号議案 相談役の選任について

所属単位会 氏　　名 委嘱基準
青　　森　　会 日　當　正　男 副 会 長 経 験 者
山　　形　　会 縮　　　修　二 副 会 長 経 験 者
東　　京　　会 宮　内　一　三 会 長 経 験 者
栃　　木　　会 住　吉　和　夫 会 長 経 験 者
静　　岡　　会 宮　本　達　夫 会 長 経 験 者
滋　　賀　　会 盛　武　　　隆 会 長 経 験 者
大　　阪　　会 北　山　孝　次 会 長 経 験 者
鳥　　取　　会 有　田　　　敬 副 会 長 経 験 者
広　　島　　会 光　宗　五十六 副 会 長 経 験 者

※単位会順、敬称略

Topics
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日行連会則施行規則第 4条第 2項等に基づく各部及び各委員会規則等に基づく委員会等の構成員の
選任について、会長一任とすることの承認が求められ、異議なしで可決された。これを受け、会長か
ら以下のとおり委嘱がなされた。

第 5 号議案 各部・委員会等及び中央研修所の構成員の選任について

■ 総務部 
担当副会長：金沢　和則
部　　　長：宮本　重則
次　　　長：青木　克博
部　　　員：萩原　徳仁　　本間　潤子　　廣田　　稔
　　　　　　木村　宏政　　羽田　淳一

■ 経理部 
担当副会長：竹田　　勲
部　　　長：宮元　　仁
次　　　長：笠野　義二
部　　　員：今田　重治　　笠井　隆司　　吉田　　修

■ 広報部 
担当副会長：髙尾　明仁
部　　　長：相羽　利子
次　　　長：鵜沼　理人
部　　　員：成田眞利子　　大門　則亮　　益子　光宣
　　　　　　吉田　明浩　　中嶋　章雄

■ 法規監察部 
担当副会長：平岡　康弘
部　　　長：有賀　一雄
次　　　長：黒田　　積
部　　　員：栗須　章充　　林　　　幹　　飯田　弘樹
　　　　　　渡辺　　浩　　土田　　哲

■ 許認可業務部 
担当副会長：髙尾　明仁
部　　　長：村山　豪彦
（運輸交通部門）
次　　　長：安野　光宣
部　　　員：中野　俊雄　　髙村　浩子　　染谷　　明
　　　　　　岩崎　智也　　中川　正彦
（建設・環境部門）
次　　　長：池垣真理子
部　　　員：相場　忠義　　田中　秀人　　小出　秀人
　　　　　　川﨑　雅彦　　早川　　忠　　奥村　拓樹
（農地・土地利用部門）
次　　　長：秋山　賢治
部　　　員：杉山久美子　　松本　　修　　雨宮　伸幸
　　　　　　宮脇万記臣　　濵田　哲郎
（社労税務・生活衛生部門）
次　　　長：井上　超由
部　　　員：庄司真一郎　　田中　由佳　　福井　伸暁

■ 法務業務部 
担当副会長：原田　　誠
部　　　長：坪川　貞子
（権利義務・事実証明部門）
次　　　長：多田隈　亨
部　　　員：岩﨑　雅幸　　本間　大介　　山本　修三
　　　　　　岡本　祐樹　　中村　修一
（法務事務・成年後見部門）
次　　　長：河野　芳輝
部　　　員：山本　修三　　菊地　淳史　　山﨑　節子
　　　　　　熊谷　郁美　　岡　　清二

■ 国際・企業経営業務部 
担当副会長：田村　公隆
部　　　長：水野　晴夫
（国際部門）
次　　　長：黒田　敬子
部　　　員：安藤　　強　　下川原孝司　　川村　浩史
　　　　　　川西　孝昭　　河野　　聡　　古城　　良
（知的財産部門）
次　　　長：野崎　径裕
部　　　員：德永　　浩　　大塚　　大　　高橋　　輝
（企業支援部門）
次　　　長：中山　勇希
部　　　員：浦野　英樹　　石原　　静　　赤沼慎太郎
　　　　　　江口　公晴　　古田島俊憲
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■ 登録委員会 
担当副会長：金沢　和則 
委　員　長：田後　隆二
委　　　員：鵜沼　理人　　古川　正美　　安野　光宣
　　　　　　関口　隆夫　　多田隈　亨　　秋山　賢治

■ 申請取次行政書士管理委員会 
担当副会長：田村　公隆
委　　　員：水野　晴夫　　櫻田　直己　　鈴木　健一
　　　　　　吉田　靖史
※出入国在留管理庁から 2名
※委員長、副委員長は互選により決定

■ 規制改革委員会 
担当副会長：竹田　　勲
委　員　長：岩﨑　雅幸
副 委 員 長：白木　　純
委　　　員：岩野　光進　　若林　三知　　関　比佐江
　　　　　　高野　雅史　　本多　証一　　澤本　武司

■ 裁判外紛争解決手続（ADR）推進本部 
担当副会長：田村　公隆
本　部　長：杉山久美子
副 本 部 長：伴　　将史
委　　　員：和田　英幸　　河上　　隆　　竹内　正也
　　　　　　子安　幸代　　舩阪　　悟　　入江　宏幸

■ デジタル推進本部 
担当副会長：金沢　和則
本　部　長：関谷　一和
副 本 部 長：伴　　将史
委　　　員：奥野慎太郎　　中山　勇希　　佐藤　貴博
　　　　　　小谷野幸夫　　中島　　肇　　渡辺　尚美
　　　　　　松村　憲治　　服部　真和

■ 法改正推進本部 
本　部　長：常住　　豊
副 本 部 長：井口由美子 
委　　　員：髙尾　明仁　　金沢　和則　　平岡　康弘
　　　　　　竹田　　勲　　原田　　誠　　田村　公隆
　　　　　　田後　隆二　　関口　隆夫　　宮本　重則
　　　　　　宮元　　仁　　相羽　利子　　有賀　一雄
　　　　　　村山　豪彦　　坪川　貞子　　水野　晴夫
　　　　　　関谷　一和　　西村　　誠　　大塚　謙二

■ �自動車保有関係手続ワンストップサービス（OSS）
対策特別委員会 

担当副会長：髙尾　明仁
委　員　長：相場　忠義
副 委 員 長：山脇　正隆
委　　　員：深貝　　亨　　田代　清昭　　小宮　　淳
　　　　　　佐藤　友哉　　菊地　幸雄

■ 改正行政書士法対応委員会 
担当副会長：原田　　誠
委　員　長：田後　隆二
副 委 員 長：奥野慎太郎
委　　　員：田岡　　崇　　大塚　政秀　　安　　圭一
　　　　　　松葉　　豪　　坂本　雅史　　深谷　康雄

■ 行政書士制度調査室 
担当副会長：竹田　　勲
室　　　長：大塚　謙二
副　室　長：德永　　浩
委　　　員：関本　　勲　　伊藤　　浩　　我妻　　敦
　　　　　　鎌田　　惇　　服部　隼和　　竹内波美男
　　　　　　小倉　正稔　　中村美帆子　　大岩　隆哉
　　　　　　菅谷　　修　　黒田　淳子

■ 大規模災害対策本部 
本　部　長：常住　　豊 
副 本 部 長：髙尾　明仁　　金沢　和則　　平岡　康弘
　　　　　　竹田　　勲　　原田　　誠　　田村　公隆
（災害対策部）
部　　　長：田後　隆二
副　部　長：関口　隆夫
部　　　員：有賀　一雄　　村山　豪彦　　坪川　貞子
　　　　　　水野　晴夫
（復興支援部）
部　　　長：宮本　重則
副　部　長：宮元　　仁
部　　　員：相羽　利子　　関谷　一和　　西村　　誠
　　　　　　大塚　謙二

■ 法教育推進委員会 
担当副会長：平岡　康弘
委　員　長：古川　正美
副 委 員 長：山賀　良彦
委　　　員：寺田　康子　　山本　修史　　田畑　　浩
　　　　　　善養寺貴洋　　千田　久人　　野口　直美
　　　　　　中村　四郎　　西田　雄一

■ 暴力団等排除対策委員会 
担当副会長：平岡　康弘
委　員　長：青手木良次
副 委 員 長：向井　隆郎
委　　　員：横内　寿治　　永澤　敏敬　　長谷川虹兒
　　　　　　西野　勝弘　　田中　浩二　　有田　一德
　　　　　　西岡　　章　　田中　雄一

■ 権利擁護推進委員会 
担当副会長：原田　　誠
委　員　長：大口　　晋
副 委 員 長：松村　和人
委　　　員：細川　榮子　　上池　敏子　　永光　由樹
　　　　　　赤羽　康志　　内藤　広子　　谷澤　祐樹
　　　　　　上辻　靖夫　　野元　惠水

■ 選挙管理委員会 
委　　　員：佐々木政勝　　堀井　泰史　　遠山健太郎
　　　　　　小笠原嘉宏　　赤司　久人　　倉橋　伸一
※委員長は互選により決定
※副委員長は委員長が指名することができる

■ 資格審査会
会　　　長：常住　　豊 
委　　　員：田後　隆二（行政書士）
　　　　　　田中　聖也（総務省）
　　　　　　山田　　洋（学識経験者）
　　　　　　大野　金一（学識経験者）
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令和５年 10 月１日から適格請求書等保存方式（インボイス制度）が導入されるに当たり、現在の日
本行政書士会連合会の定める領収証の基本様式に関する規則（以下、「規則」という。）において規定
されている領収証様式では、適格請求書に記載すべき内容が不足していることから、取扱要領に適格
請求書発行事業者である場合の取扱いを追加し、適格請求書としても発行可能とするとともに、規則
で定める基本様式に準じた領収証が使用できるよう規則の一部を改正することについて承認が求めら
れた。
異議なしで可決され、令和 5年 10 月 1 日から施行することとした。

第 6 号議案 日本行政書士会連合会の定める領収証の基本様式に関する規則の一部改正（案）について

日本行政書士会連合会の定める領収証の基本様式に関する規則（案）
新旧対照表

新 旧
（領収証の作成）
第�２条　行政書士である会員（行政書士の使用人
である行政書士又は行政書士法人の社員若しく
は使用人である行政書士を除く。）及び行政書
士法人である会員は領収証の基本様式に準じて
領収証を作成するものとする。

（領収証の作成）
第�２条　行政書士である会員（行政書士の使用人
である行政書士又は行政書士法人の社員若しく
は使用人である行政書士を除く。）及び行政書
士法人である会員は領収証の基本様式により領
収証を作成するものとする。

様式第 1号及び第２号に関する取扱要領

１�　共通する記載方法は以下のとおりとする。
⑴�　「項目」欄には、事件名、書類作成業務、
提出手続代行業務、提出手続代理業務、相談
業務、顧問業務、実地調査に基づく図面作成
業務、電磁的記録に関する業務、日当、着手
金等を任意に記入できるものとする。
⑵�　「立替金その他」欄には、立替金（印紙、
証紙代など）、旅費・交通費等に関する事項
を記載する。
⑶�　必要に応じて任意に段数を増設し、記載す
ることができる。

２　�様式第２号において、従たる事務所を設置す
る行政書士法人の事務所が発行する領収証は
次のとおり記載する。
⑴�　「〇〇〇行政書士会会員」は領収証を発行
する当該事務所が所属する行政書士会を記載
すること。
⑵�　「（本証を発行する行政書士法人の事務所の
名称）」は「ABC行政書士法人東京本店」「ABC
行政書士法人大阪支店」というように記載す
ること。
⑶�　「（事務所を代表する社員名）」は当該事務
所を代表する社員名を記載すること。
⑷�　［法人職印］は当該事務所が所属単位会に
届け出た職印とする。

様式第 1号及び第２号に関する取扱要領

１�　共通する記載方法は以下のとおりとする。
⑴�　「項目」欄には、事件名、書類作成業務、
提出手続代行業務、提出手続代理業務、相談
業務、顧問業務、実地調査に基づく図面作成
業務、電磁的記録に関する業務、日当等を任
意に記入できるものとする。
⑵�　「立替金その他」欄には、着手金、立替金（印
紙、証紙代など）、旅費・交通費等に関する
事項を記載する。
⑶�　必要に応じて任意に段数を増設し、記載す
ることができる。

２　�様式第２号において、従たる事務所を設置す
る行政書士法人の事務所が発行する領収証は
次のとおり記載する。
⑴�　「〇〇〇行政書士会会員」は領収証を発行
する当該事務所が所属する行政書士会を記載
すること。
⑵�　「（本証を発行する行政書士法人の事務所の
名称）」は「ABC行政書士法人東京本店」「ABC
行政書士法人大阪支店」というように記載す
ること。
⑶�　「（事務所を代表する社員名）」は当該事務
所を代表する社員名を記載すること。
⑷�　［法人職印］は当該事務所が所属単位会に
届け出た職印とする。

３�　適格請求書として使用する場合には以下のと
おり記載する。
⑴�　適格請求書発行事業者である個人会員は氏
名記載の下部、法人会員は事務所を代表する
社員名記載の下部に「T（ローマ字）＋数字
13 桁で構成される適格請求書発行事業者の登
録番号」を記載する。
⑵��　必要に応じて備考欄に取引年月日、税率等
を記載する。

４　領収証の大きさは自由とする。

５��　行政書士会は領収証の基本様式に準じて用紙
を印刷し、会員に頒布できるものとする。

（追加）

３　領収証の大きさは自由とする。

４��　行政書士会は領収証の基本様式により用紙を
印刷し、会員に頒布できるものとする。
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事務局職員の職階について、従来ある課員から事務局長の 6種類に加え、新たに、会長は、特定す
る職種又は業務に従事させる職員がいる場合において、その職種又は業務内容に応じた職階を設ける
ことができるよう日本行政書士会連合会事務局職員就業規則の一部を改正することについて承認が求
められた。
異議なしで可決され、令和 5年 7月 19 日から施行することとした。

第７号議案 日本行政書士会連合会事務局職員就業規則の一部改正（案）

今後の行政書士法改正要望活動の基本方針として推進すべく、令和３年４月の理事会で議決した行
政書士法改正要望項目表の改正案が提案された。改正の内容として、行政書士制度に関する研究会に
おける検討等を踏まえた調整、対応済み項目の削除、行政手続のオンライン化への対応を追加した上
で、優先的に取り組むべき事項を整理したものであるとの説明がなされた。承認が求められ異議なし
で可決された。

第８号議案 行政書士法改正要望項目表（案）について

日本行政書士会連合会事務局職員就業規則（案）
新旧対照表

改　正　案 現　　　行

（職階）
第 17 条　＜略＞

２　＜略＞

３��　会長は、第１項各号のほか、特定する職種又
は業務に従事させる職員がいる場合には、その
職種又は業務内容に応じた職階を設けることが
できる。

（職階）
第 �17 条　本会の組織機構に基づき、本会事務局
職員の職階は、次の６種類とする。
一　事務局長
二　次長
三　課長
四　係長
五　主任
六　課員
２�　前項第一号から第三号については、代理を置
くことができる。
＜新設＞

【報告事項】
（1）令和４年度決算報告について
（2）行政書士によるマイナンバーカードの申請サポート事業について

【その他】
（1）「未来へようこそ！ワクワクするデジタルの世界！」について
（2）社会を明るくする運動について
（3）提言書について
（4）条解行政書士法（第二版）について
（5）令和５年度会長会開催地（広島）について
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Informat ion

スケジュール

受講方法

一般倫理研修の受講が全会員に義務化されました

1

①�中央研修所研修サイトにログイン�
（初めて利用される場合は新規登録が必要です。）

③�修了証を
　ダウンロード !

本誌 2022 年 12 月号（No.601）にて御案内のとおり、日本行政書士会連合会会則の改正が、令
和４年８月 31日付けで総務大臣から認可されたことに伴い、令和５年８月 31日から、５年に一
度の一般倫理研修の受講が全会員に義務化されることとなりました。
当研修の配信スケジュールや受講方法については、以下を御参考の上、受講していただきますよ
うよろしくお願いいたします。

＜総務部・中央研修所＞

重要なお知らせ

令和 6年 3月 31日（日）　一般倫理研修　受講期限※

※令和5年 8月 31日時点に会員である方の期限
※�令和５年８月 31日以降に会員となった方は、登録月の
翌月から起算して３か月以内に受講し、修了してください。

令和 5年 8月 31日（木）〜
・一般倫理研修　受講義務化
・「�職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関する規則」第 22条の改正規定
施行

中央研修所 
研修サイトは 
こちらから

より詳しい受講方法については、中央研修所研修サイトに掲載
している『中央研修所研修サイト利用マニュアル』（一般倫理
研修）を御覧ください！

令和５年８月31日以降、
職務上請求書を
購入する際に
必要となります！

②�一般倫理研修を受講（３時間程度）
中央研修所研修サイトで受講できる環境がない
場合は、所属の行政書士会に御相談ください。（ ）

15　 　2023. 9　No.610

06_日本行政9_Information-1.indd   1506_日本行政9_Information-1.indd   15 2023/08/02   17:32:212023/08/02   17:32:21



Informat ion 2

行政書士申請取次関係研修会（VOD方式）の御案内

令和 5年度の行政書士申請取次関係研修会（申請取次事務研修会、申請取次実務研修会）について、今後
の開催日程をお知らせいたします。
当該研修は、中央研修所研修サイトVOD（ビデオ・オン・デマンド）システムを用いた研修で、受講期間

内であれば、いつでも何度でも御自宅や事務所にて個々の端末（パソコン、タブレット、スマートフォン）か
ら聴講可能です。
なお、各研修会の申込等の詳細につきましては、下記「令和 5年度開催概要」のスケジュールに則り、適

時日行連ホームページ及び会員専用サイト「連 con」にて御案内いたしますので御確認いただきますようお願
いいたします。
◆日行連ホームページTOP＞日行連の活動＞中央研修所＞申請取次関係研修案内
◆会員専用サイト「連 con」ログイン＞中央研修所＞申請取次関係研修に関するお知らせ

〇受講費用（税込み）
事務研修会：30,000 円　実務研修会：15,000 円

〇修了証書の発送について
各研修会における修了証書は、課題提出時期にかかわらず皆様一律に発送いたしますので御承知おきください。
事務研修会…�課題提出締切後、結果通知とあわせて基準に到達された方には修了証書を同封して発送いたし

ます。
実務研修会…�課題提出締切後、一律に修了証書を発送いたしますが、審査の結果、基準に未到達であった方

のみ別途、日行連から御連絡いたします。

＜届出済証明書の更新を希望される方へ＞
　届出済証明書の有効期間は、原則として3年間とされています。引き続き申請取次業務を行うためには、届出済証明書
の有効期限から遡って3年の間に、申請取次行政書士管理委員会の指定する申請取次実務研修会を1回以上受講していた
だき、有効期間の満了前に更新の手続を完了することが必要となります。お持ちの届出済証明書の有効期間及び所属単位会
における更新の申出期限を御確認いただき、余裕を持って御受講ください。
　所持する届出済証明書の有効期間を経過した場合は、再度行政書士申請取次事務研修会（新規）を受講していただくこと
となりますので、十分御留意ください。

＜申請取次行政書士管理委員会・中央研修所＞

令和 5年度（令和 5年 9月～令和 6年 3月）開催概要

研修会区分 受講期間 開催案内
（日行連HP詳細発表） 申込期間 修了証書

発送予定日
結果通知
発送予定日

（基準未到達者のみ）

事務研修会
（新規）

9月11日（月）
～9月21日（木） 7月上旬

7月28日（金）
～8月3日（木）

※受付終了しました
10月12日（木） ―

実務研修会
（更新）

10月20日（金）
～10月30日（月） 8月中旬 9月7日（木）

～9月13日（水） 11月13日（月） 11月20日（月）

事務研修会
（新規）

11月21日（火）
～12月1日（金） 9月下旬 10月12日（木）

～10月18日（水） 12月21日（木） ―

実務研修会
（更新）

令和6年1月24日（水）
～2月2日（金） 11月中旬 12月7日（木）

～12月13日（水）
令和6年

2月16日（金）
令和 6年

2月22日（木）

事務研修会
（新規）

令和6年2月22日（木）
～3月4日（月） 12月下旬 令和6年1月11日（木）

～1月17日（水）
令和6年

3月25日（月） ―

※開催概要は現時点での予定であり、変更される場合があります。
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Informat ion

社労業務取扱証明書の発行について
＜許認可業務部　社労税務・生活衛生部門＞

許認可業務部では、平成 11年から社労業務推進の一環として、標記事業を実施することとし
ています。
つきましては、該当会員のうち、当該証明書の発行を希望する会員は下記事項を御確認の上、
所属単位会までお申込みください。

記
◇対　象　者：�昭和55年９月１日現在の行政書士会入会者のうち、社労業務取扱証明書の発行

を希望する者（ただし、既に証明書の発行を受けている者は除く。）
◇申 込 方 法：�申込用紙「社労業務取扱証明書発行願い（様式１）」に記入の上、所属単位会に

申し込んでください（申込用紙は会員専用サイト（連 con）から入手可能です）。

◇申込締切日：��令和５年９月29日（金）（単位会必着）
※発行までに通常１か月ほどのお時間をいただいています。

◇発 行 趣 旨：
１）�行政書士法の一部を改正する法律（昭和55年法律第29号）附則第２項に規定する行

政書士経過措置者、すなわち当該法律の施行の際（昭和 55年９月１日）、現に行政書
士会に入会している行政書士であることを確認し、その者が社労業務取扱会員であるこ
とを証明するものです。

２）�当該経過措置者の社労業務については、単位会による不断の推進活動とともに、全社連
との申合せ・覚書や社会保険庁、旧労働省による通達等によって、継続的に関係方面の
理解を得てきていますが、歳月の経過に伴い、窓口等においては、ともすれば周知を欠
く場面もあります。このような事態に対応すべく該当会員のうち希望する者に対し、当
証明書を発行し、窓口等で確認の必要が生じた場合に使用していただくこととしていま
す。

３）�経過措置に係る該当会員の社労業務について、当証明書発行の有無、所持・不所持は、
業務上の何ら新たな権利・義務、利益・不利益等を生じさせるものではありませんの
で、誤解なきよう願います。

◇留 意 事 項：
１）�氏名が旧字・外字の場合、活字化の際に新字体に変更させていただく場合がございます

ので、あらかじめ御承知おきください。
２）�紛失等による証明書の再発行は、別途、「社労業務取扱証明書再発行願い（様式２）」に

て所属単位会経由で申し込んでください。
３）�証明書の返却に際しては、所属単位会を通じて日行連宛てに、「社労業務取扱証明書返

却届出書（様式３）」を添えて返却願います。
４）�なお、社労業務取扱証明書の発行に関して不明な点は所属単位会にお尋ねください。

3
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�� 2011.9.No.466

「行政書士法の一部を改正する法律（昭和55年法律第29号）	附則第2項」
に規定する「行政書士に係る取扱い」についての主な申合せ・覚書、通知等
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��2011.9.No.466

社会保険労務士法の一部を改正する法律の施行にあたり留意すべき事項について

平成 10年 6月1日付、庁保発第 20号、各都道府県民生主管部（局）長宛、社会保険庁運営部長通知

社会保険労務士法の一部を改正する法律（平成 10年法律第 49号。以下「改正法」という。）
の施行については、平成 10 年 6月1日厚生省発社保第 71 号・労働省発労徴第 49 号をもって
厚生事務次官及び労働事務次官から通達されたところであり、その施行に当たって留意すべき
事項等については別途通知することとしているところであるが、行政書士法の一部を改正する法律
（昭和 55 年法律第 29 号）附則第 2項に規定する行政書士（以下「経過措置に係わる行政書士」
という。）に係わる取扱いについては、下記のとおりである。
なお、このことについては労働省と協議済みであり、労働大臣官房長から都道府県労働基準
局長及び都道府県労働主管部（局）長あて別途通知されるので、念のため申し添える。

記
1　改正法の施行後においても、経過措置に係わる行政書士に関しては、従来行われてきた
申請等の事実行為を行うことを妨げるものではないこと。

2　改正法による改正後の社会保険労務士法第 2 条第 1 項第 1 号に掲げる事務については、
経過措置に係わる行政書士は、引き続きこれを行うことができるものであること。
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集社会保険労務士法の一部を改正する法律の施行にあたり留意すべき事項について

社会保険労務士法の一部を改正する法律の施行に当たり留意すべき事項について
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Informat ion 4

日行連自動車登録OSSセンター構想による
看板設置について
自動車保有関係手続のワンストップサービス（以下、「OSS」という。）については、平成 29年
4月から対象地域及び対象手続が拡大され、現在、全国の都道府県において新車新規・移転・変更
登録・継続検査等の運用が開始されているほか、令和元年 5月 7日からは、軽自動車OSSの運用
も開始されました。
許認可業務部運輸交通部門では、行政書士業務を守るためには、個々の会員が紙申請でなくOSS
申請を選択する強い決意を持って結果を残し、他団体の参入がなくとも行政書士の力でOSS 普及
に寄与できるということを国に示す必要があると考えます。さらに国民に対しても、OSSの手続を
代理する行政書士の PRを図る必要があり、それらに対応するため、OSSの普及促進を図る全国の
行政書士事務所に「日行連自動車登録OSS センター支所」の看板を設置することとし、本年度も
以下のとおり希望会員を募集いたします。
（令和４年度までに 1,019 箇所の行政書士事務所に看板が設置されました。）
１．日行連自動車登録OSSセンター支所看板を設置する意義について
OSS においても申請終了後に受領しなければならない「証明物」（車検証、検査標章等）があ
るため、現在も各地の行政書士が協力して、自動車登録手続と交付される「証明物」の収受・管
理・送付業務を相互にやり取りしています。
このネットワークを「日行連自動車登録OSS センター支所」の看板を設置することで公に周
知し、その名称を使用して自動車登録業務及び車庫証明業務を行うことにより、「OSS申請手続
は行政書士へ依頼するものである」というイメージを、自動車ユーザーである国民に浸透させる
ことを目指したものです。

A

 

B 

 

 

  

２．「日行連自動車登録OSSセンター支所」の看板設置希望会員の募集について
申請書（所属単位会にお問合せください。会員専用サイト「連 con」にも掲載しています。）に
必要事項を記載の上、所属単位会の推薦を受け、所属単位会を経由して応募してください。
（締切：令和5年11月 24日（金）単位会必着）
※�看板作成費用10,824円（税込・送料込）は自己負担になりますので御注意ください。ま
た、看板作成費用のお支払いは代金引換になりますが、代引手数料の会員の皆様への負担は
ございません。
※看板の納品は 2月初旬～中旬頃を予定しています。
※当該看板設置の有無に関わらず、OSS申請業務を行うことはできますので、御承知おきください。

＜許認可業務部　運輸交通部門＞
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＜推薦条件＞
①OSS申請業務の普及促進に取り組むこと。
②VOD研修「OSS申請業務研修」を受講していること。
③行政書士法及び関係法令並びに単位会会則、規則等に違反していないこと。
④会費等の滞納がないこと。
⑤依頼者に対する賠償責任を担保できる措置を講じていること。
⑥OSS申請に対応できる措置が講じられていること。

＜日行連自動車登録OSSセンター支所看板イメージ＞
文　字：「日行連自動車登録OSSセンター
　　　　　　　　○○支所（○○○○行政書士事務所）」
材　質：アルミ複合版（厚さ３mm）
地　色：白又は乳白色
文字色：黒色
徽　章：文字列の前に行政書士徽章マーク
サイズ：横 25cm×縦 100cm

※　支所名は事務所に最寄りの運輸支局・検査登録事務所の名称を使用します。
※　支所名には行政書士名簿に登録された事務所名称を併記します。
　　（事務所名称の登録がない会員は「行政書士（氏名）事務所」とします。）

３．「日行連自動車登録OSSセンター支所」登録会員名簿の公開について
OSS センター支所登録会員間の相互協力体制の確立等を目的として、OSSセンター支所登録
会員の名簿を会員専用サイト「連 con」にて公開しています。なお、看板設置済みの方で丁種会
員である旨の記載を希望する場合には、所属単位会に連絡してください。

＜公開情報＞
①会員番号　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥事務所名称
②所属単位会　　　　　　　　　　　　　　　　⑦事務所所在地
③事務所に最寄りの運輸支局・検査登録事務所　⑧事務所電話番号
④氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨丁種会員情報
⑤フリガナ

※　�公開内容は、行政書士名簿に登録された登録情報です（最寄りの支局を除く）。そのため、み
なし名称でOSSセンター看板を作成された方の事務所名称は、空白となります。

※　�非公開を希望する場合には、所定の様式に非公開希望の旨を記載して、所属単位会に連絡して
ください。非公開から公開に変更する際も同様です。

※　�当該名簿への登載時期は、看板の納品と合わせた 2月初旬～中旬頃を予定しています。
※　�現在は会員専用サイト「連 con」での公開となりますが、今後、一般に公開させていただく可
能性もございますので御承知おきください。
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Pick UPPick UP!  !  単位会単位会 各単位会の取組を
お知らせします。

今年5月、石川県の能登地方で震度６強の強い地震が発生し、この地震によって死傷者や住家の倒壊・土砂崩れ等多くの
被害が生じました。
そのため、被災自治体に災害救助法が適用されるなど国や県の支援策が実施され、現在もなお各種団体・ボランティアに

より被災地の復興活動が続けられています。
当会も行政手続の専門家として、被災者の心配を少しでも解消し、生活再建に向

けた取り組みに対して可能な限りの支援をしたいとの思いから、士業団体協議会（県
内10士業の団体で構成される協議会）と県とが企画した「合同無料相談会」に参加
しました。
この相談会は、被災に関わる法律、行政手続、税務や不動産など様々な問題に対し、
各士業が１か所に集まってワンストップで相談に応じようと始められたものです。
被災地域の石川県珠洲市にあるショッピングセンターを会場とし、６月10日から

毎週土曜日、４回の実施で合計27件の相談が寄せられました。
相談内容はやはり家屋の損壊や解体に関する内容が多く寄せられましたが、罹災

証明書や証明書取得後の支援制度に関わる相談も多数あり、当会の相談員がこの分
野の専門家として回答しました（当会は合計８件の相談に対応しています）。
能登地方では今もなお被害の大きかった地区を中心に復興活動が続いています。

当会は今後も継続して各種団体と協力しながら、被災者の支援活動に尽力してまいり
ます。

新潟会では、一般倫理研修の受講義務化に関して、会員には既に中央研修所研修サイトにて配信中の一般倫理研修の受
講を促してまいりました。一方で、「誰一人取り残さない・業務への影響を最小限に」との考えから、6月14日（中越）・15
日（上越）・20日（下越）にて集合倫理研修も実施したところ、50名が参加し、好評を得ました。　
その際に「一般倫理研修受講チェックシート」を使用して振り返りを行った結果、今後の活動指針、また、受講者の規範
意識の高まりとも相まって、効果を実感いたしましたので、御参考として、以下に御紹介します。

行政書士会

石川県

行政書士会

新潟県

「令和５年奥能登地震」10業種のプロによる合同無料相談会を開催

一般倫理研修会 (集合 )の実施

10業種のプロによる

この度、能登地方を震源とする地震で
被災された皆様に心からお見舞い申し上げます。
地震で被害を受けた方々の様々なご相談に

石川県士業団体協議会の10業種が無料でおこたえします。
（その場に来ていない業種には、電話相談または後日相談につなぎます。）

どうぞお気軽にご来場ください。

合同無
料相談会

●開催日

●会　場

６

シーサイド１Fイベントスペース

10㈯、17㈯、24㈯、    １ ㈯７

各回１３：００～１５：３０ （予約不要）
珠洲市飯田町1-1-2

石川県・石川県士業団体協議会
お問い合わせ：（事前）日本公認会計士協会 北陸会        076-265-6625

地震で家が壊れたけど
公的な支援制度はあるの？

り災証明書って何？
申請はどうすれば良いの？

隣の家との境界にあった
ブロック塀が倒れたけど
境界はどうなるの？

壊れた建物の登記は
どうすれば良いの？

被災に関する様 な々相談に、専門家がおこたえします。

社会保険労務士弁護士土地家屋調査士司法書士不動産鑑定士

税理士中小企業診断士弁理士行政書士公認会計士

（当日）金沢弁護士会 臨時相談ダイヤル  080-8995-9483
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６月 17 日、岐阜市の「みんなの森　ぎふメディアコスモス」にて、岐阜県国際交流団体協議会・公益財団法人岐阜
県国際交流センター主催の国際交流イベント「第 35 回　ハローギフ・ハローワールド 2023」が開催されました。今
年は、日越外交関係樹立 50周年を記念し、ベトナムのダンスや民族衣装の紹介、日越友好クイズ大会などを中心に披
露され、大変賑わっていました。また、県内の在留外国人の増加に伴い、今年度、岐阜県警察の刑事部国際捜査課に在
留外国人総合対策係が新設されたことから、県警のブースが設けられ、白バイやパトカーの展示・撮影会、防犯デモン
ストレーションも行われました。
当会も外国人に関する手続における行政書士の役割を広く知っていただくため、ブースを設けて無料相談会を開催し

ました。キャッチーなパネルを設置したり、ユキマサくんの除菌シート、マスクケース、眼鏡拭きと共にパンフレット
を配布したりしたところ、外国人・日本人問わず足を止めてくださる方が大勢いらっしゃいました。
特に外国人の方にとっては、日頃抱えている在留に関する悩みを吐

露できる良い機会となったようで、「今まで、どこに相談したらいい
か分からなかった」「行政書士に相談するきっかけができてよかった」
という感想をいただきました。やはり私たちが積極的に露出し、情報
弱者の外国人によりアクセスしやすい体制を作っていくことが大切だ
と改めて実感しました。
さらに、国際交流イベントは、各国の協会など各種団体とも知り合

える貴重な場でもあります。様々な団体と連携しながら、在留外国人
のサポートができる体制を拡大していければと考えます。今後も創意
工夫をしながら行政書士の周知に努めてまいります。

行政書士会

岐阜県 「ハローギフ・ハローワールド2023」に参加

会員の皆様へ
職務上請求書の購入・使用に関する御案内

令和５年８月31日から職務上請求書の購入にあたり、

一般倫理研修の修了証  が必要となります！

※一般倫理研修の受講方法は本誌 15 ページ「一般倫理研修に関するお知らせ」
又は中央研修所研修サイトを御確認ください。

職務上請求書の不正使用による事件が発生したことを受け、再発防止を徹底することを目的として、日本行政
書士会連合会会則及び日本行政書士会連合会職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関する規則が改正されま
した。職務上請求書の購入申込みの際に倫理研修を修了したことを証する書類を添付することについて定めた第
22 条の改正規定は、会則認可の日から起算して１年を経過した日である令和５年８月 31 日から施行されます。

重 要
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ユキマサくんのイラストもダウンロードできます！

★アカウント情報（ログイン ID・パスワード）を忘れた場合
ログイン ID・パスワードを設定したか分からない、現在の登録状況を知りたい、という方は、日行連事務局広報
課（kouhou@gyosei.or.jp）までメールでお問い合わせください。
その際、「登録番号・氏名・所属単位会・生年月日（西暦）※本人確認のため」を記載いただくと御案内がスムーズです。

～「連 con」掲載例～
業務別パンフレット

『申請取次研修会効果測定用設問集』
申請取次研修会の効果測定に係る事前予習用参考資料
外国語パンフレット（英語・中国語・韓国語　etc.）

『知的資産業務一覧』・『知的資産契約マニュアル』など
実用的な資料のほか、名刺やホームページなどの作成に利用できるユキマサ
くんの各種イラスト（フリー素材）がダウンロードできます！

★アカウント登録の方法
①日行連ホームページ（https://www.gyosei.or.jp) にアクセスし、「会員ログイン」をクリックする。
②「初めてご利用の方」をクリックし、遷移先の画面にて基本情報を入力・確認の上、送信ボタンを押す。
③ �基本情報で入力したメールアドレスに、仮登録の確認メールが届くので、メールに記載されている登録確認

ページへの URL をクリックする。
④遷移先の画面にてログイン ID・パスワードを設定し本登録完了。

※エラーが表示される場合は、日行連事務局広報課（kouhou@gyosei.or.jp）までお問い合わせください。
※�設定した情報（ログイン ID・パスワード・メールアドレス等）は、いつでも御自身で変更することができます。
「連 con」ログイン後、トップページ左上「プロフィール」ボタンを押し、遷移先の画面にて適宜変更してく
ださい。

　日行連会員専用サイト「連 con」では、関係省庁や団体からの各種業界情報のほか、業務に役立つ様々
な情報を掲載しています。
　会員の方であれば誰でも利用できますので、ぜひアカウント登録をしていただき、御活用くださいます
ようお願いいたします。
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親は、子に知的障害があり意思能力がなく、子の身上監護、財産管理をする必要がある場合、子が
未成年者の間は、親権者として子の身上監護、財産管理を行うことが可能ですが、子が成人に達した
後は、親権者としての代理権行使等ができなくなります。そこで、子が成人に達する前に親が受任者
となって子との間で任意後見契約を締結することが考えられます。今回は、その際の注意点を検討し
ていきましょう。

＜法務業務部＞
（担当：浅草公証役場　公証人　澤野芳夫）

ユキマサくんの言うとおり、子が成人に達するまでの
間は親が親権者として子の身上監護及び財産管理を行
うことができます。子が18歳に達して成人となると、
親は親権者ではなくなり、親権の行使はできなくなり
ます。そこで、親が引き続き、子の身上監護、財産管
理を行っていくためには、任意後見契約の締結、法定
後見の申立ての制度を利用することが考えられます。
知的障害を持ち意思能力がない子が成人に達した後に、
選択できる制度は法定後見のみです。しかし、成人に
達する前の段階では、親が子の親権者としての立場で、
子を代理して任意後見契約を締結することができます。

ところで、知的障害を持った子
の親で、子が成人になった後も、
子のために身上監護及び財産管
理を継続していきたいと思って
いるという話を聞いたんだけど、
どうしたらいいのかな。

それは結論としてはできません。親権は、父母の婚姻
中は、父母が共同して行うと法に定められている（民
法 818 条３項）ため、母が一人で親権者として子の
代理人となることはできないのです。

親が任意後見の受任者となる場
合はどうなのかな。父母が親権
者である場合、例えば、母親が
親権者として子を代理し、父親
が任意後見受任者として子の代
理人母と父とが任意後見契約を
締結することができるの？

親権の共同行使という民法 818 条３項の要求はクリ
アするのですが、民法 826 条の利益相反行為という
ことが問題となってきます。

それでは、父母が共同して子の
親権者として子の代理人となり、
任意後見受任者となる父親との
間で任意後見契約を締結するこ
とはできるのかな？

そうですね。昔は、河原に行けばすぐに手に入ったん
ですが…。今は、それもできなくなったので、スーパー
で買っています。

お月見にはお団子のほかに、ス
スキが欠かせないけれど、最近
はススキが生えている場所が少
なくなったね。

ユキマサくん ミネルヴァくん

①親権に服する子と親権者との間、②親権者と親権に
服する子の一方（例えば長男）と他方（例えば長女）
との間で、利益が衝突する場合には、親権者に親権の
公正な行使を期待することができないことから、家庭
裁判所の選任した特別代理人により、未成年者の保護
を図ろうとするものです。今回、問題となっているの
は①の場面ですね。

利益相反行為って何かな？

公証人に聞く！
教えてミネルヴァミネルヴァくんくん

第２１回　親権者を任意後見人とする任意後見契約
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もう少し説明してほしいな。 日常生活では、あまり使われない言葉ですね。利益相反行
為とは、親権者のために利益となり未成年者のために不利
益となる場合をいいます。そして、利益・不利益の判断は、
その法的地位に立つことによって現在及び将来に生じ得る
親権者と子との利害衝突であり、その衝突において親権者
に利益に子に不利益になる可能性があるものをいいます。

まもる先生

判例上、民法 826 条にいう利益相反行為に該当するかど
うかは、親権者が子を代理してした行為自体を外形的客観
的に考察して判定すべきであって、当該行為を行うについ
ての親権者の動機、意図をもって判定すべきではないとし
ています（最高裁昭和 37年２月 27日判決裁判集民事 58
号 1,023 頁。「形式的判断説」と呼ばれています。）。相手
方にとって、子を代理する親権者の動機等は分からないの
が通常ですので、それによって無権代理かどうか決せられ
るというのは取引の安全を害することになってしまうた
め、法律行為を外形的客観的に判断して利益相反か否かを
決めるというものです。
例えば、親権者が子の法定代理人として、子の名において
金員を借り受け、その債務につき子の所有不動産の上に抵
当権を設定することは、仮に借受金を親権者自身の用途に
充当する意図であっても、かかる意図のあることのみでは、
民法 826 条所定の利益相反する行為とはいえないという
ことになります。

利益相反になるかどうかの
判断基準ってあるのかな。

それじゃあ、親権者が共同
で未成年者の代理人となり、
親権者の１人が任意後見受
任者となる場合、特別代理
人の選任は必要なのかな？

任意後見契約の委任者である未成年者は、自らの印鑑、預
貯金通帳、登記識別情報等を引き渡すことが契約上定めら
れるので、親権者と未成年者との間に利益相反関係がある
という見解と、これに該当しないという見解がありました
が、法務省民事局民事第一課長の回答（令和４年１月 24
日民一第 136 号回答）は、「未成年者とその共同親権者で
ある両親の一方を任意後見受任者とする任意後見契約につ
いては、受任者とならない親権者の一方と特別代理人が共
同で子を代理し、受任者となる親権者との間で締結される
必要がある」とし、利益相反関係にあることを前提として、
特別代理人の選任が必要であることを明らかにし、実務の
扱いを統一しました。

未成年者の親権者が家庭裁判所に特別代理人の選任を請求
します（民法 826 条２項）。特別代理人候補者を推薦する
ことはできますが、選任するのは家庭裁判所ですので、そ
の候補者が選任されるとは限りません。

特別代理人の選任は誰が請
求するの？

利益相反となる場合って例
えばどんな場合なの？

例えば、親も子も共同相続人となっている遺産分割協議で
は、親が多く取得すると子の取得分は少なくなるという関
係となり、正に利益相反となることから、子につき特別代
理人（民法 826条２項、家事事件手続法 39条、別表第一
65）の選任を請求することになります。この特別代理人
が子の利益を擁護するために協議に参加することとなるの
です。特別代理人を選任しないで親権者が行った代理行為
は無権代理行為となり追認がない限り無効となります。

いろいろと教えてくれてあ
りがとう。参考になったよ。

公証人に聞く！教えてミネルヴァくん
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「理由書」を提出し届出済証明書の更新手続をされた方々へ
新型コロナウイルス感染拡大防止に係る令和 2年度の申請取次実務研修会中止に伴い、令和２年４月以降「理由書」の

提出により届出済証明書の更新手続をされた方々にお知らせいたします。
先般から御案内のとおり、同一の実務研修会修了証書は、発行日から 3年以内に有効期限が到来する届出済証明書の更

新手続に原則１回に限り使用することができることとしています。
実務研修会修了証書の発行日から３年以内であっても、一度、「理由書」に基づく事後受講分として使用した修了証書は、

次回の更新時には使用することができません（※）。
別途、次回更新時までの期間内に実務研修会を受講していただくことが必要となりますので御留意ください。

※�届出済証明書の有効期間が３年未満とされている方（例： 在留期間が３年未満の外国籍会員等）については、３年未満の有効期間毎に
申請取次実務研修会の受講を求めるものではなく、届出済証明書の有効期限から遡って３年の間に受講した実務研修会修了証書を複数回
使用できるとした取扱いは従前どおりです。

・「理由書」による更新手続後の事後受講分１回
・次回更新のための受講分１回

理由書による更新手続後、次回
更新までに計２回受講が必要です。

2023. 7 Jul. 日行連の主な動き Monthly Report

登録委員会
【登録審査】

⑴ �審査件数(155件）
⑵ �その他

4日

火

正副会長会
【協議事項】

⑴ �令和５年度事業執行について
⑵ �その他

6日

木

登録委員会
【登録審査】

⑴ �審査件数(158件）
⑵ �その他

18日

火

正副会長会
【協議事項】

⑴ �理事会の議案等について
⑵ �令和５年７月理事会・８月役員全体会に係る

会議日程について
⑶ �その他

理事会
【議案】

第１号議案  �専務理事及び常任理事の選任に
ついて

第２号議案  �中央研修所所長及び副所長の選
任について

第３号議案  �顧問の選任について
第４号議案  �相談役の選任について
第５号議案  �各部・委員会等及び中央研修所

の構成員の選任について
第６号議案  �日本行政書士会連合会の定める

領収証の基本様式に関する規則
の一部改正（案）について

第７号議案  �日本行政書士会連合会事務局職
員就業規則の一部改正（案）につ
いて

第８号議案  �行政書士法改正要望項目（案）に
ついて

19日

水

常任理事会
【合議事項】

⑴ �顧問弁護士の委嘱について
⑵ �専門員の登用について
⑶ �コスモス成年後見サポートセンター事務室

移転について
⑷ �その他

20日

木
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　成年後見制度における法定後見制度は、既に判断能

力が低下した方が利用できる制度であり、利用を開始

するためには家庭裁判所への申立てを要し、本人・配

偶者・４親等内の親族、未成年後見人・未成年後見監

督人・保佐人・保佐監督人・補助人・補助監督人・任

意後見人・任意後見受任者・検察官等が申立人となる

ことができる。後見制度の利用が私法上の法律関係を

規律するものであることから、当事者に近い一定範囲

の者に申立権を限定することが基本であると考える。

しかし、判断能力が不十分な認知症高齢者、精神障害

者及び知的障害者のうち、身寄りがない場合など当事

者による申立が期待できない状況にある者について問

題となる。そこで、「65 歳以上の者」（老人福祉法第 32

条）、「知的障害者」（知的障害者福祉法第 28 条）、「精

神障害者」（精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律第 51 条の 11 の２）について、「その福祉を図るため

特に必要があると認めるとき」は、市町村長によって

審判の請求ができるとされている。成年後見制度の利

用を確保するため、当事者による審判の請求を補完し、

制度利用におけるセーフティネットとしての機能が期

待されるのが市町村長による申立て（以下、「市町村長

申立て」という。）と言うことができるのだ。ここから

は、市町村長申立てにおける現状と課題について、特

に筆者が重要と考える点について述べていきたい。

　市町村長申立ての対象者については、前述の個別法

１．市町村長申立ての概要

２．審判請求に係る市町村間の調整の課題

において定められているところ、対象者の住所地と居

住地、援護元が異なるなど、複数の市町村が関わる場

合にいずれの市町村が審判の請求をするかについて基

準が定められていないことから、市町村間での調整が

難航し、手続が進まないことが課題として指摘されて

いた。そこで、成年後見制度における市町村長申立て

に関する実務者協議が開催され、その取りまとめが公

表された後、｢市町村長による成年後見制度に基づく

後見開始の審判等の請求に係る基準等の基本的考え方

及び手続の例示について｣（令和３年 11 月 26 日付け障

障発 1126 第１号、障精発 1126 第１号、老認発 1126 第

２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉

課長、社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課

長、老健局認知症施策・地域介護推進課長連名通知）

（以下、「通知」という。）において、市町村の手続が示

されている。市町村長申立てを行う市町村は、本人の

状態や生活実態を的確に把握していることが重要であ

ることや、施設所在地への申立ての過度の集中を防ぐ

観点も考慮する必要があることから、 生活保護の実施

機関（都道府県が実施機関である場合を除く。）、入所

措置の措置権者、介護保険の保険者、自立支援給付の

支給決定市町村が審判請求を行うとの原則が示され

た。ただし、上記はあくまで原則として、施設入所が

長期化し、施設所在地市町村が、本人の状況をよく把

握している場合等において、当該市町村が積極的に申

し立てることを妨げるものではないとし、審判の請求

に係る市町村間の調整を円滑にするための申立基準に

ついて、市町村職員の理解を進めるなどの対応を行う

など、市町村長申立てが適切に実施されるよう、実務

の改善を図っていくことも第２期成年後見制度利用促

進基本計画において示されている。

セーフティネットとしての市町村長申立て
公益社団法人コスモス成年後見サポートセンター

常任理事・広報委員長　曽根　寧之
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コスモス Information

　前述した個別法において、「その福祉を図るため特

に必要があると認めるとき」市町村長が審判請求を行

うことができるとされており、これは、「本人に２親等

内の親族がない又はこれらの親族があっても音信不通

の状況にある場合であって審判の請求を行おうとする

３親等又は４親等の親族も明らかでないなどの事情に

より、親族等による法定後見の開始の審判等の請求を

行うことが期待できず、市町村長が本人の保護を図る

ために審判の請求を行うことが必要な状況にある場合

をいう」と事務連絡（平成 17 年 7 月 29 日付厚生労働

省老健局計画課長事務連絡）で示されていることから、

市町村長申立てにおいては親族調査が必要とされてい

る。この親族調査は、戸籍調査（親族の有無を確認す

る目的で行う調査）、意向調査（親族が申立てを行う意

向があるかを確認する目的で行う調査）、利用意見調

査（成年後見制度を利用開始すること等への意見を確

認する目的で行う調査 ) の３つに分けられる。これら

の基本的な考え方についても通知で示されているが、

特に意向調査については、親族が申立てを行う意向が

確認できないことを理由として申立事務を中断するこ

とがないこと、利用意見調査については、制度利用に

対する親族の同意は必要とされておらず、利用意見調

査表の提出は義務ではないことが明示され、迅速な市

町村長申立ての実施に努めることとされている。しか

し、市町村によっては徹底されていないように感じる

場面が少なくない。市町村長申立てには審判請求審査

会等において必要性の判断を行うにあたりある程度時

間がかかることは理解できるが、担当者による親族の同

意が必須であるとの誤解を解消し、身寄りがなく早急に

支援体制の整備が必要な場合や虐待等の緊急事案にお

いて迅速な申立ての実施を期待したいところである。

　市町村長申立てが当事者による申立てが期待できな

い場合に行われる性質上、親族による後見人等への就

任は期待できず、自ずと候補者は第三者の専門職や法

人後見等に限られることとなる。他のケースでも同様

ではあるが、市町村長申立てにおいては特に事案に適

３．市町村長申立てにおける親族調査の
在り方について

４．候補者（担い手）不足の課題

した後見人候補者を選定すべき場面があり、市町村担

当者は適当な候補者を選定することに頭を悩ませてい

ると聞くことがある。また、候補者選定にあたっては

将来的に後見人等に支払われるべき報酬が確保されて

いるかどうかも重要なポイントである。これについて

は、補助を受けなければ成年後見制度の利用が困難で

あると認められるものについて、申立てに要する経費

や後見人等へ支払われる報酬等を助成する制度として

成年後見制度利用支援事業が各市町村で実施されてい

る。しかしながら、市町村により実施状況が異なり、

後見人等が報酬を受け取ることができない事案が相当

数あるとの指摘もあることから、全国どの地域におい

ても成年後見制度を必要とする人が制度を利用できる

よう、成年後見制度利用支援事業の適切な運用と積極

的な活用が期待されるところである。

　少子高齢化や核家族化、更には生涯未婚率の上昇な

どから、今後も単身世帯や身寄りのない方が増えてい

くことが予想される。冒頭で述べたとおり、成年後見

制度の利用のためには当事者に近い者からの申立てが

原則であるところ、成年後見制度利用が特に求められ

る事案には身寄りがないケースが多く、市町村長申立

ての必要性は高まっていくと考える。最高裁判所事務

総局家庭局の成年後見関係事件の概況によると、令和

４年度において市区町村長による申立ては 9,229 件で

全体の約 23.3％ を占め、令和２年度の統計で初めて本

人の子による申立て件数を上回り、申立人と本人との

関係においては最も割合が高くなっていることも社会

情勢を映し出す結果として見ることができる。中核機

関や地域連携ネットワークの整備が進み、今後ますま

す市町村による後見申立てを検討しなければならない

場面は増えていくであろう。候補者への依頼や事案に

ついてのアドバイスを求められるような存在として認

知されるために、全国のコスモス支部が各市町村と密

接に連携することがやはり重要であると考える。

５．結びに
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律
りつ

で決
き

められた配
はい

分
ぶん

で
分
わ

けることもありますが、遺
い

産
さん

分
ぶん

割
かつ

協
きょう

議
ぎ

を行
おこな

うこ
とで、話

はな

し合
あ

って配
はい

分
ぶん

を決
き

めることもできます。

相そ

う

続ぞ

く

の
手て

続つ

づ

き 成
せ い

年
ね ん

後
こ う

見
け ん

制
せ い

度
ど

※に関
か ん

する相
そ う

談
だ ん

親
おや

が年
とし

をとって財
ざい

産
さん

の管
かん

理
り

ができなく
なった時

とき

、代
か

わりに管
かん

理
り

することになりま
した。こういう時

とき

は、行
ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

が任
にん

意
い

後
こう

見
けん

契
けい

約
やく

書
しょ

や公
こう

正
せい

証
しょう

書
しょ

の作
さく

成
せい

などの相
そう

談
だん

に乗
の

ります。

家か

族ぞ

く

の
介か

い

護ご

※成
せい

年
ねん

後
こう

見
けん

制
せい

度
ど

は、法
ほう

定
てい

後
こう

見
けん

と任
にん

意
い

後
こう

見
けん

とが
あります

（2023年
ねん
5月
がつ
時
じ
点
てん
）
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答
こ た

えてくれた人
ひ と

日
に

本
ほ ん

行
ぎょう

政
せ い

書
し ょ

士
し

会
か い

連
れ ん

合
ご う

会
か い

　会
か い

長
ちょう

　常
つ ね

住
ず み

 豊
ゆたか

さん

　行
ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

は、2023年
ねん

4月
がつ

現
げん

在
ざい

で、全
ぜん

国
こく

に約
やく

5万
まん

人
にん

います。行
ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

は、行
ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

法
ほう

に基
もと

づく国
こっ

家
か

資
し

格
かく

者
しゃ

です。国
こっ

家
か

試
し

験
けん

を受
う

けて合
ごう

格
かく

すれば、行
ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

になることができます。法
ほう

律
りつ

を扱
あつか

う資
し

格
かく

はほか
にもありますが、行

ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

は幅
はば

広
ひろ

くさまざまな手
て

続
つづ

きを行
おこな

うこと
ができ、自

じ

分
ぶん

の得
とく

意
い

分
ぶん

野
や

や興
きょう

味
み

を生
い

かしやすいのが魅
み

力
りょく

です。行
ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

の仕
し

事
ごと

は、みなさんの生
せい

活
かつ

のさまざまな場
ば

面
めん

に生
い

かされます。
何
なに

かあったら、ぜひ、みなさんの街
まち

の行
ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

を頼
たよ

ってくださいね。

行
ぎょう

政
せ い

書
し ょ

士
し

は、頼
た よ

れる街
ま ち

の法
ほ う

律
り つ

家
か

です

近
きん

年
ねん

では、日
に

本
ほん

でも夫
ふう

婦
ふ

のどちらかが外
がい

国
こく

人
じん

というカップル
が珍
めずら

しくなくなりました。でも、パートナーが日
に

本
ほん

に住
す

み続
つづ

け
たり、日

に

本
ほん

の国
こく

籍
せき

を取
と

ったりするためには、さまざまな手
て

続
つづ

き
が必

ひつ

要
よう

です。これを、専
せん

門
もん

家
か

ではない個
こ

人
じん

が自
じ

分
ぶん

でやろうとす
るのは大

たい

変
へん

！　夫
ふう

婦
ふ

の幸
しあわ

せな生
せい

活
かつ

のために、行
ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

はここ
でも活

かつ

躍
やく

します。

これは
行
ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

のバッジ。
「調

ちょう

和
わ

」や「真
ま

心
ごころ

」といった
花
はな

言
こと

葉
ば

があるコスモスの
花
か

弁
べん

の中
なか

に「行
ぎょう

」の字
じ

が
配
はい

置
ち

されています。

外が

い

国こ

く

人じ

ん

と
結け

っ

婚こ

ん

国
こ く

際
さ い

結
け っ

婚
こ ん

の壁
か べ

を打
う

ち壊
こ わ

せ！
在
ざい 留

りゅう 資
し
格
かく？

アポスティーユ？

婚
こん

姻
いん

要
よう

件
けん

具
ぐ

備
び

証
しょう

明
めい

書
しょ

？

ドン

ドン

ドン

たとえばケーキ屋
や

さんを開
ひら

きたいと思
おも

っても、
ケーキ作

づく

りが上
じょう

手
ず

なだけでは開
ひら

けません。法
ほう

律
りつ

で定
さだ

められたさまざまな条
じょう

件
けん

をクリアして、
お店

みせ

を開
ひら

く夢
ゆめ

をかなえるために、行
ぎょう

政
せい

書
しょ

士
し

も
依
い

頼
らい

者
しゃ

と一
いっ

緒
しょ

にがんばります。

お店
み せ

を開
ひ ら

く夢
ゆ め

をかなえて！

食
しょく

品
ひん

衛
えい

生
せい

法
ほう

条
じょう 例

れい

民
みん

法
ぽう

どさどさどさ！
ケーキ屋

や

さんを
開
ひら

きたい！

日行連掲載ページ

おしごと年鑑とは

　企業・団体等からの協賛を得て、小・中学校の児童・生徒に向けたキャ

リア教育用副教材として毎年改訂・発刊されている書籍であり、全国の

小・中学校等へ寄贈され、授業の中で活用されています。

　―2022 年度実績―　協賛：114社　寄贈：72,250 部

朝日新聞社が運営するWebサイト「おしごとはくぶつかん」（https://www.oshihaku.jp/）
でも、おしごと年鑑に掲載されたお仕事紹介記事が閲覧できます。

　日行連では、将来を担う若年層の行政書士への関心を高めるため、朝日新聞社
から発刊されているキャリア教育教材「おしごと年鑑」に協賛しています。

「おしごと年鑑 2023」「おしごと年鑑 2023」
の 御 紹 介

日 本 行 政 書 士 会 連 合 会 協 賛
小 中 学 生 向 け キ ャ リ ア 教 育 教 材

行政書士の業務について子どもにも
分かりやすく説明されています。
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会員専用サイト「連 con」＞日行連からのお知らせ
　　　　　＞「2020 年 3月 31 日　行政書士業務パンレットについて」

掲載ページ

行政書士業務パンフレット行政書士業務パンフレット
の御案内の御案内

　日行連広報部では、行政書士制度を国民に広く周知することを目的として、行政書士業務パンフレットを
作成し、会員専用サイト「連 con」にて公開しています。
　本パンフレットは、従来の「行政書士活用ガイド」の改訂を検討する中で、広報ツールとしての利便性を
第一に考え、相談内容に応じて業務を御紹介いただけるよう、主な業務別に作成しています。
　会員の皆様や各単位会において、必要に応じてそれらを組み合わせて活用していただけるよう、会員専用
サイト「連 con」内「日行連からのお知らせ」ページに PDF データを公開していますので、是非御活用く
ださい。
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登録者数（令和5年7月末日現在）
合　　　計 51,930 名
内　　　訳 男 43,729 名 女 8,201 名
個人事務所開業 男 41,361 名 女 7,376 名
行政書士法人社員 男 1,757 名 女 365 名
個人使用人行政書士 男 340 名 女 229 名
法人使用人行政書士 男 271 名 女 231 名

異動状況（令和5年7月中の処理件数）
新規登録 合　計 304 名

内　訳 男 237 名 女 67 名
登録抹消 合　計 123 名

内　訳 男 102 名 女 21 名
抹消内訳 廃　業 100 名

死　亡 21 名
その他 2 名法人会員（令和5年7月末日現在）

 法人会員数 1,244
 法人事務所数 1,495

主たる事務所数（行政書士法人数） 1,041
従たる事務所数 454

令和５年６月15日、16日開催の総会で役員改選が行われ、
新たな歴史の一ページが刻まれました。コロナ感染症が５
類に下がり、懇親会も盛大に開催することができました。
来賓として、各大臣をはじめとする多くの国会議員、関係
団体の代表に御来席いただき、一層の活気を添えてくださ
いました。おかげで、会場は楽しみと期待で溢れていまし
た。また７月 19 日には理事会が開催され専務理事及び常
任理事、中央研修所所長及び副所長、顧問、相談役、そし
て各部委員会等の構成員が選任されました。今期、広報部
長としての任を拝命し、その責任の重さを改めて感じつつ、
全力でこの任を全うすべく努力してまいります。皆様から
の御支援、御意見、そして御批判も含めて、全てが我々の
成長と向上に寄与します。今後とも、皆様からの御意見や
感想をいただければ幸いです。 広報部長として、これか
らの「日本行政」がより一層皆様のお役に立つ存在となる
よう、尽力して参ります。引き続きの御支援と御協力を心
よりお願い申し上げます。

広報部員 のひ とり 言
from EDITORS（相羽）

会 員 の 動 き

月刊　日本行政　９月号
第 610 号　令和 5年８月 25 日発行

発　行　人　常住　豊
発　行　所　日本行政書士会連合会

〒 105-0001 
東京都港区虎ノ門四丁目
1 番 28 号
虎ノ門タワーズオフィス10階
TEL 03-6435-7330
FAX 03-6435-7331

製作・印刷　日本印刷株式会社

【広報部】	 部　長	 相羽　利子
	 次　長	 鵜沼　理人
	 部　員	 成田眞利子
		  大門　則亮
		  益子　光宣
		  吉田　明浩
		  中嶋　章雄

御協力のお願い ～日本行政を正確 · 迅速にお届けするために～

○お届け先に事務所名の表示のみで
会員氏名の表示がないため返送
される事例が多くあります。事
務所の入口に会員氏名を明確に
表示してください。

○事務所所在地に変更があった場合
は、速やかに所属単位会にお届
けください。

日本行政は、行政書士名簿にあ
る会員の事務所所在地と当該会
員の氏名を表記して発送してい
ます。

○発送停止期間中のバックナンバー
を希望される場合、在庫管理上、
直近発行号を含み最長６か月まで
とさせていただきますので、あら
かじめ御了承願います。

事務所所在地に変更がないのに
日本行政が届かなくなった場合
は、お早めに日行連事務局までお
問合せください。

○発送停止の解除は、所属単位会
に依頼した宛名調査の結果に加
え、事務所所在地の変更があっ
た場合には、所属単位会を通じ
日行連登録委員会に提出される
当該会員の変更登録申請の処理
手続の結果により行います。

広報部では日本行政が返送されてきた
場合、所属単位会に宛名の調査依頼
を行うとともに、それが確認される
まで以降の発送を停止いたします。
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